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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
封筒上紙と封筒下紙を三辺で封着し、一辺は開口してなる封筒を備え、この封筒における
前記封筒上紙または前記封筒下紙の一方の開口端を折り部を境に一体的に延出して伝票用
紙となし、この伝票用紙の前記折り部側を除いた部分には、表面に配送情報を記入するた
めの配送情報記入部を有する配送伝票を形成し、前記伝票用紙の裏面には、前記配送伝票
に対応しない折り部端側に剥離困難な接着剤層を設ける一方、前記配送伝票に対応する部
分には剥離可能な疑似接着剤層を設け、これら接着剤層と疑似接着剤層は保護紙で被覆し
、この保護紙の前記接着剤層及び疑似接着剤層と反対面には剥離困難な接着剤層を介して
剥離紙を設けてなることを特徴とする封筒付き配送伝票。
【請求項２】
封筒上紙と封筒下紙を三辺で封着し、一辺は開口してなる封筒を備え、この封筒における
前記封筒上紙または前記封筒下紙の一方の開口端を折り部を境に一体的に延出し、この延
出部分の表面には、疑似接着剤層を介して伝票用紙を剥離可能に接着し、前記伝票用紙に
は、表面に配送情報を記入するための配送情報記入部を有する配送伝票を形成し、前記延
出部分の裏面には剥離困難な接着剤層を設けるとともに、この接着剤層に対して剥離可能
に保護紙を設けてなることを特徴とする封筒付き配送伝票。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
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　本発明は、一辺開口型の封筒において、配送伝票が封緘片として封筒と一体化された封
筒付き配送伝票に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、封筒付き配送伝票は存在せず、封筒に配送物を封入、封緘した後、別途必要な配
送情報を印字した配送伝票を、前記封筒に貼付し、必要に応じて前記封筒に宛名等の情報
を印字あるいは手書きで表示している。
【特許文献１】特開平９－３１５０３６号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００３】
　このため、従来においては、配送伝票と封筒に関連情報、例えば互いに実質的に同一で
ある届け先情報と宛名情報を印字する場合、両印字作業は、各別に互いに独立してなされ
るので、封筒とこの封筒に貼付する配送伝票とにおいて、その貼付や印字内容にマッチン
グミスが生じる虞があった。本発明は、この不都合を解消した封筒付き配送伝票を提供す
ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００４】
【０００５】
　この目的を達成するために、本発明の請求項１に係る封筒付き配送伝票は、封筒上紙と
封筒下紙を三辺で封着し、一辺は開口してなる封筒を備え、この封筒における前記封筒上
紙または前記封筒下紙の一方の開口端を折り部を境に一体的に延出して伝票用紙となし、
この伝票用紙の前記折り部側を除いた部分には、表面に配送情報を記入するための配送情
報記入部を有する配送伝票を形成し、前記伝票用紙の裏面には、前記配送伝票に対応しな
い折り部端側に剥離困難な接着剤層を設ける一方、前記配送伝票に対応する部分には剥離
可能な疑似接着剤層を設け、これら接着剤層と疑似接着剤層は保護紙で被覆し、この保護
紙の前記接着剤層及び疑似接着剤層と反対面には剥離困難な接着剤層を介して剥離紙を設
けてなるものである。
【０００６】
　また、本発明の請求項２に係る封筒付き配送伝票は、封筒上紙と封筒下紙を三辺で封着
し、一辺は開口してなる封筒を備え、この封筒における前記封筒上紙または前記封筒下紙
の一方の開口端を折り部を境に一体的に延出し、この延出部分の表面には、疑似接着剤層
を介して伝票用紙を剥離可能に接着し、前記伝票用紙には、表面に配送情報を記入するた
めの配送情報記入部を有する配送伝票を形成し、前記延出部分の裏面には剥離困難な接着
剤層を設けるとともに、この接着剤層に対して剥離可能に保護紙を設けてなるものである
。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明に係る封筒付き配送伝票によれば、封筒と配送伝票への印字を一度にできるので
、配送伝票の貼付や印字内容にマッチングミスが生じる虞がないとともに、効率的な印字
作業をすることができ、また、伝票用紙が封緘片として機能するので、別途封緘片や封着
用の粘着剤を設ける必要がなく簡便である、という効果を奏する。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　以下、本発明の好適な実施形態について添付図面に基づき説明する。ここにおいて、図
１は参考例を示す平面図、図２は同じく図１のＡ－Ａ線端面図、図３は同じく封緘状態を
示す端面図、図４は参考例の変化形を示す端面図、図５は第１実施形態を示す平面図、図
６は同じく図５のＢ－Ｂ線端面図、図７は第１実施形態の変化形を示す端面図、図８は第
２実施形態を示す平面図、図９は同じく図８のＣ－Ｃ線端面図、図１０は第２実施形態の
変化形を示す端面図である。
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【０００９】
　はじめに、参考例を説明する。図１及び図２に示すように、封筒付き配送伝票１は、封
筒上紙２と封筒下紙３の三辺を剥離困難な接着剤４で封着し、一辺は開口して開口部５を
形成してなる封筒６を備えている。また、前記封筒上紙２の開口端を折り部である折り兼
切り用ミシン目７を境に一体的に延出して配送伝票を形成する伝票用紙８としている。
【００１０】
　図１に示すように、伝票用紙８はスリット９によって、送り状１０と、配達票兼受領票
１１とに区画し、これらの表面には配送伝票として必要な配送情報を記入するための配送
情報記入部１２，１３を設けている。図２に示すように、前記伝票用紙８の裏面全体には
剥離可能な疑似接着剤層１４を介して保護紙１５を剥離可能に設け、この保護紙１５の前
記疑似接着剤層１４と反対面には剥離困難な接着剤層１６を介して剥離紙１７を設けてい
る。
【００１１】
　本参考例は以上のように構成したので、封筒６の適所と、送り状１０及び配達票兼受領
票１１の各配送情報記入部１２，１３とに、適宜なプリンタを用いて所定の情報を印字し
、カタログ冊子や各種書類等の配送物１８を開口部５から封筒６内に挿入した後、剥離紙
１７を剥離して接着剤層１６を露出し、伝票用紙８を折り兼切り用ミシン目７で封筒下紙
３に折り重ね、前記接着剤層１６で接着して封緘する（図３参照）。これによって、封筒
６に送り状１０と配達票兼受領票１１を貼付した状態となるので、これらの伝票１０，１
１を利用して、従来の配送作業と同様にして封筒６を配送することができる。
【００１２】
　一方、この封筒６の受領者は、送り状１０と配達票兼受領票１１とを保護紙１５から剥
離すると折り兼切り用ミシン目７が破断されて、開口部５が露出するので、この開口部５
から配送品１８を取り出すことができる。
【００１３】
　図４は、上述した参考例の変化形を示すもので、封筒付き配送伝票１ａにおける保護紙
１５ａは封筒下紙３を延設して形成したものであり、この封筒下紙３と保護紙１５ａ、封
筒上紙２と伝票用紙８が、それぞれ１枚の用紙からなり、前記封筒下紙３と前記保護紙１
５ａとはスリット１９によって区画されている。なお、その他の構成は上述したところと
同一なので、対応する構成要素に同一の符号を付するに止め、説明は省略する。
【００１４】
　続いて、第１実施形態を説明する。図５及び図６に示すように、封筒付き配送伝票２１
は、封筒上紙２２と封筒下紙２３の三辺を剥離困難な接着剤２４で封着し、一辺は開口し
て開口部２５を形成してなる封筒２６を備えている。また、前記封筒上紙２２の開口端を
折り部である折り兼切り用ミシン目２７を境に一体的に延出して配送伝票を形成する伝票
用紙２８としている。
【００１５】
　図５に示すように、伝票用紙２８にはスリット２９，３０，３１によって、送り状３２
と、配達票３３と、受領票３４とを区画形成し、これらの表面には配送伝票として必要な
配送情報を記入するための配送情報記入部３５，３６，３７を設けている。
【００１６】
　図６に示すように、伝票用紙２８の裏面には、送り状３２、配達票３３、受領票３４に
対応しない部分である、スリット２９と折り兼切り用ミシン目２７に挟まれた部分に剥離
困難な接着剤層３８を設ける一方、残りの部分である送り状３２、配達票３３、受領票３
４に対応する部分には剥離可能な疑似接着剤層３９を設けている。
【００１７】
　そして、接着剤層３８は疑似接着剤層３９を被覆するように延び、前記接着剤層３８は
直接的に、前記疑似接着剤層３９は前記接着剤層３８を介して間接的に、保護紙４０で被
覆している。また、この保護紙４０の前記接着剤層３８及び疑似接着剤層３９と反対面に
は、剥離困難な接着剤層４１を介して剥離紙４２を設けている。なお、前記接着剤層３８
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を形成する接着剤は、封筒２６の三辺を封着する接着剤２４と同一のものである。
【００１８】
　上述のように構成した第１実施形態の使用方法は、上述した参考例と基本的には同様で
ある。異なるのは、配達票３３と受領票３４を各別に設けた点と、伝票用紙２８の折り兼
切り用ミシン目２７とスリット２９に挟まれた部分は剥離困難なので、受領票３４と送り
状３２を剥離しても、折り兼切り用ミシン目２７は破断されず、この折り兼切り用ミシン
目２７を強制的に破断しない限り開口部２５は露出しない点である。
【００１９】
　図７は、上述した第１実施形態の変化形を示すもので、封筒付き配送伝票２１ａにおけ
る保護紙４０ａは封筒下紙２３を延設して形成したものであり、この封筒下紙２３と保護
紙４０ａ、封筒上紙２２と伝票用紙２８が、それぞれ１枚の用紙からなり、前記封筒下紙
２３と前記保護紙４０ａとはスリット４３によって区画されている。なお、その他の構成
は第１実施形態について上述したところと同一なので、対応する構成要素に同一の符号を
付するに止め、説明は省略する。
【００２０】
　次に、第２実施形態を説明する。図８及び図９に示すように、封筒付き配送伝票５１は
、封筒上紙５２と封筒下紙５３の三辺を剥離困難な接着剤５４で封着し、一辺は開口して
開口部５５を形成してなる封筒５６を備えている。また、前記封筒上紙５２の開口端を折
り部である折り兼切り用ミシン目５７を境に一体的に延出し、この延出部５８の表面には
、疑似接着剤層５９を介して配送伝票を形成する伝票用紙６０を剥離可能に接着している
。
【００２１】
　図８に示すように、伝票用紙６０には、スリット６１によって、送り状６２と配達票兼
受領票６３とを区画形成し、これらの表面には配送伝票として必要な配送情報を記入する
ための配送情報記入部６４，６５を設けている。図９に示すように、延出部５８の裏面に
は剥離困難な接着剤層６６を設け、この接着剤層６６に対して剥離処理を施した保護紙で
ある剥離紙６７を設けている。なお、前記接着剤層６６を形成する接着剤は、封筒５６の
三辺を封着する接着剤５４と同一のものである。
【００２２】
　この第２実施形態の使用方法は、基本的には上述した参考例と同様である。異なるのは
、伝票用紙６０を封筒上紙５２と別体に設けたので、配達票兼受領票６３と送り状６２を
剥離しても、折り兼切り用ミシン目５７は破断されず、この折り兼切り用ミシン目５７を
強制的に破断しない限り開口部５５は露出しない点である。
【００２３】
　図１０は、上述した第２実施形態の変化形を示すもので、封筒付き配送伝票５１ａにお
ける保護紙６７ａは封筒下紙５３を延設して形成したものであり、保護紙６７ａは剥離剤
層６８を介して接着剤層６６により延出部５８に剥離可能に接着している。この封筒下紙
５３と保護紙６７ａ、封筒上紙２２と延出部５８が、それぞれ１枚の用紙からなり、前記
封筒下紙５３と前記保護紙６７ａとはスリット６９によって区画されている。なお、その
他の構成は第２実施形態について上述したところと同一なので、対応する構成要素に同一
の符号を付するに止め、説明は省略する。
【００２４】
　なお、本発明は上述した各実施形態に限定されるものではなく、例えば、第１実施形態
において、疑似接着剤層３９の性質によっては、接着剤層３８を介することなく直接的に
、保護紙４０，４０ａに接着することができる。また、折り部は折り兼切り用ミシン目２
７，５７に限定されず、折り線やハーフカット部で構成してもよい。
【図面の簡単な説明】
【００２５】
【図１】参考例を示す平面図。
【図２】同じく図１のＡ－Ａ線端面図。
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【図３】同じく封緘状態を示す端面図。
【図４】参考例の変化形を示す端面図。
【図５】第１実施形態を示す平面図。
【図６】同じく図５のＢ－Ｂ線端面図。
【図７】第１実施形態の変化形を示す端面図。
【図８】第２実施形態を示す平面図。
【図９】同じく図８のＣ－Ｃ線端面図。
【図１０】第２実施形態の変化形を示す端面図。
【符号の説明】
【００２６】
　１，１ａ，２１，２１ａ，５１，５１ａ　　　封筒付き配送伝票
　２，２２，５２　　　封筒上紙
　３，２３，５３　　　封筒下紙
　４，２４，５４　　　接着剤
　５，２５，５５　　　開口部
　６，２６，５６　　　封筒
　７，２７，５７　　　折り兼切り用ミシン目
　８，２８，６０　　　伝票用紙
　９，１９，２９，３０，３１，４３，６１，６９　　　スリット
　１０，３２，６２　　　送り状
　１１，６３　　　配達票兼受領票
　１２，１３，３５，３６，３７，６４，６５　　　配送情報記入部
　１４，３９，５９　　　疑似接着剤層
　１５，１５ａ，４０，４０ａ，６７ａ　　　保護紙
　１６，３８，６６　　　接着剤層
　１７，４２，６７　　　剥離紙
　１８　　　配送品
　３３　　　配達票
　３４　　　受領票
　５８　　　延出部
　６８　　　剥離剤層
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【図７】 【図８】
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